
事務処理特例制度で

ルールを変えよう！！

〜 失敗もひとつの成果、まずはやってみよう 〜

国指定史跡チブサン古墳

行革甲子園２０２６ 事例発表

山鹿市総務部総務課



本日のテーマ 

１ 制度の内容と効果１ 制度の内容と効果

２ スピード感２ スピード感

３ 今後の展開３ 今後の展開



従来の業務改善の壁

「他市の動向は？」「効果の根拠は？」「もっと資料を！」

慎重すぎる検討を繰り返すうちに、気づけば半年、1年と

いう時間が刻々と経過

結果として、アイデアがあっても行政内部の壁に阻まれ、

実現に至らないケースが常態化

蔓延するあきらめ感

時間と労力を費やしても進まない改革から、庁内には次第

に「何もしない方が得だ」とあきらめ感が漂うことに

山鹿市が目指したのは、「改革疲れ」を根本から打破する

「まず、やってみよう」の風土を育てること

庁内に漂う「改革疲れ」とあきらめ感



1. まず試す発想

期間や参加者を限定し、既存の規則
にとらわれず新しい試みに迅速に挑
戦できる仕組み
※期間：最大２年間

国の「規制のサンドボックス制度
」を自治体内部の改革に応用
 

事務処理特例制度とは 



2. 特例制度による安心感

既存の規則は変更せず、特例制度
に基づき、一時的に上書き（規制撤廃）

失敗しても即座に元の運用に戻せ
るため、職員が安心して挑戦可能

事務処理特例制度とは、自治体版「規制のサンドボックス制度」 

失敗もまた、ひとつの成果失敗もまた、ひとつの成果

3. 圧倒的なスピード

「他市の動向」「効果の根拠」
「実績資料」の準備は一切不要
※総務課に届け出るだけ

原則、部長決裁のみで即座に試行
可能



山鹿市「事務処理特例制度」従来型の行政内部改革比較項目

原則不要（A4用紙1枚で提案可能）他市動向・効果の根拠・膨大な資料事前準備資料

原則「部長決裁」で即実行庁内の各種検討委員会・慎重な全庁調整決裁・承認権限

約1か月（特例規則による一時上書き）半年〜1年以上（制度改正を伴う）試行開始までの期間

特例の終了で自動的に元の運用へ復元規則の再改正など手続・後始末が面倒失敗時のリスク

「まず、やってみよう」という挑戦文化「何もしない方が得」という慎重姿勢組織風土への影響

伴走支援者・助言者審査者・ダメ出し・ストッパー総務課（法制担当）の役割

従来型改革と事務処理特例制度の比較



1/12
検討・実証開始までの期間短縮

【契約事務簡素化の劇的ビフォーアフター】

従来：4月提案→ 庁内調整半年→ 12月規程改正→ 翌4月施行

（約1年が当たり前）

制度導入後：12月提案→ 翌1月実証開始

（わずか約1か月・資料は1枚のみ ）

検討から導入までの期間を「1年」から「1か月」へ

・「スピード」と「質」を両立できる
・住民サービスのタイムラグが小さくなる

・実務に近い所で「自分の判断で動ける組織」へ
・「日常の判断」や「マネジメント」に集中できる

・日常案件から開放し「政策」に集中できる
・「将来の山鹿市をどうするか」に専念できる

◆環境が変わったのに、決裁ルールは昔のまま
・前回の見直しから８年が経過
・物価は上昇傾向（消費者物価指数・企業物価指数・建設工事費デフレーター すべて増↑）
・職員数は減少傾向（H28：495人→R6：422人 約14.7％減）
・住民ニーズは多様化・高度化

決裁事務の適正化、効率化等に向けた実証事業について 令和7年12月 総務部総務課

目的は「権限を下すこと」ではなく

『山鹿市にとってちょうど良い決裁ラインを探ること』

１なぜ今見直すのか？ ２現状の課題

◆まずやってみて、合わなければ「変える・戻す」前提の実証
・LoGoフォームによる職員アンケートにより職員満足度を評価
・様々な面から総合的に実証事業の効果を検証
不安や困りごとは？ 三役の決裁件数の変化は？ 決裁に係る日数の変化は？

R8～R9
実証事業

◎本施行：支障が少なく、効果が大きい！

△見直し：問題が多ければ、基準を絞る、修正する

×見送り：場合によっては見送ることも…

～ 物価が上がり、人が減る時代でも、三役は政策に、現場は実務に、それぞれが集中できる仕組みづくりの“試運転” ～

３目指す姿

◆目指すのは“軽やかで責任ある”決裁体制

４実証内容
実証期間 令和８年１月１日～令和９年１２月３１日
実証内容 委託料及び工事請負費に係る専決区分を３倍に引上げ

８年前と同じ内容なのに
物価上昇によって契約金額が増加
同じ内容なのに決裁区分が上へ…

例：さくら湯指定管理（4,717千円→8,040千円）
公園緑地除草等維持管理業務委託（4,111千円→8,184千円）

５ 評価と本施行

評価・検証

R9以降～

原課の事務効率化原 課

課⾧・部⾧

三 役

執行責任の明確化

政策形成機能の強化

≪目指す効果≫≪改善が期待できる課題≫
課⾧専決部⾧専決副市⾧専決市⾧

750万円未満
現行250万円未満

3568.3件(96.3%)
現行3428.3件(79.5%)

1500万円未満
現行500万円未満

53.6件(3.1%)
現行100.7件(11.5%)

3000万円未満
現行1000万円未満

35.3件(1.0%)
旧65.4件(6.6%)

3000万円以上
現行1000万円以上

17件(0.5%)
現行80件(2.5%)

委託料

※工事に
係る委託
及び指定
管理含む

1500万円未満
現行500万円未満

615.3件(95.1%)
現行556.3件(86%)

3000万円未満
現行1000万円未満

15.3件(2.4%)
現行43.7件(6.7%)

6000万円未満
現行2000万円未満

8.3件(1.3%)
現行23件(3.6%)

6000万円以上
現行2000万円以上

8.3件(1.3%)
現行24.3件(3.8%)

工事
請負費

三 役 原 課

少人数で業務に追われる原課

決裁

政策判断

決裁 業務

住民対応

住民対応

業務

業務

現場対応

業務
業務

決裁

決裁

決裁

重要な政策判断へ集中できない三役
決裁

決裁

減少していく少人数の職員で、高い行政サービスの質を維持するため
時代の流れに沿った決裁区分に適正化し、行政事務の効率化を図りたい！≪同じ案件の契約金額≫

H28 R6
８年間で

２倍以上増↑↑

≪引上げ後の決裁金額と予想される決裁件数≫

決裁金額を従来の３倍に引き上げ、
現場の職員がその場で判断できる仕組みを実現！



９割の職員が効果実感・意識の変革

業務効率化を強く実感

75%

一定の効果を

実感

15%

その他・

変化なし

10%

職員アンケートの結果

最大の実績は「数字」ではなく「意識の変化」

「何もしない方が得だ」という停滞した空気から、「まずやってみ
よう」という前向きな挑戦風土へと組織文化そのものが変革



本日のテーマ 

１ 制度の内容と効果１ 制度の内容と効果

２ スピード感２ スピード感

３ 今後の展開３ 今後の展開



地方分権改革の提案募集方式 

• 各府省との調整対象となった地方からの提案は高い確

率（近年は約９割）で実現してます！

• 提案した年に政府の対応方針が決定し、早いものであ

れば年内には支障が解消されます！

提案募集方式とは？

地域の課題を解決するために、地方から国に対し国の法令等（通知・要綱等を含む）の改善案を提案できる制度です。

◇ 全国一律基準の緩和
◇ 地方への事務・権限の移譲
◇ 事務の簡素化 等

※税財源配分や税制改正、予算事業の新設、国が直接執行する事業の運用改善等は対象外

提案募集
方式の
対象



行政の判断が遅れたり、国への説得がうまくいかないと、

住民の利便性が数十年間も置き去りにされてしまう現実

1974年（昭和49）
日本初のコンビニ誕生

2003年（平成15）
地方税のコンビニ納付が可能に

（コンビニ誕生から29年経過）

2020年（令和2）
全歳入をコンビニ納付できるよう

中核市市長会が提案

2024年（令和6）
改正地方自治法施行・提案実現

（地方税の対応から21年）

行政の遅れが住民利便性を阻害する



本日のテーマ 

１ 制度の内容と効果１ 制度の内容と効果

２ スピード感２ スピード感

３ 今後の展開３ 今後の展開



税収や人口規模の大小、財政力、優秀な職員の確保だけでは生き残れない時代

時代・社会の変化に、迅速に、かつ、柔軟に適応し、自らを変革させていくことが必要

最も強い者が生き残るのではない。最も賢い者が生き残るのでもない

唯一生き残るのは、変化に最もよく適応した者である

チャールズ・ダーウィンの進化論の本質（出典：諸説あり）

変化に適応する自治体が生き残る

"It is not the strongest of the species that survives, nor the most intelligent that survives. 

It is the one that is most adaptable to change."



特例制度の壁：実証できるのは、自治体の規則の範囲内に限定され、国の法律・省令の壁は越えられない

特例実証で突破口を開く：調整が進まないなら、特例制度で実証し、支障事例を把握し、議論を前進

停滞する行政課題への応用：消防事務の広域化など、利害調整で進まない広域連携・構造課題にも有効

事務処理特例制度の壁 → 国でも特例制度を導入したら

事務処理特例制度 × 地方分権改革の提案募集方式 ＝ 可能性は無限大

休暇の取得単位：労働基準法（地方公務員も適用）の休暇制度の改正議論は難航中（休暇取得は、最小1時間から）

国家公務員は、15分単位で取得可能



ともに、「変革」の波を起こしましょう

特別な予算や大がかりな準備は、一切不要

必要なのは、「まず、やってみよう」という一歩だけ

全国の自治体が、ともに取り組むことで、成果も失敗も何倍にも共有できる

やがて国全体を動かす大きな力に

山鹿市はノウハウを完全共有します！

制度設計書・特例規則のひな型など、全ての資料を提供



失敗もひとつの成果

まずは、みんなで、やってみよう

ご清聴、誠にありがとうございました


